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改 正 案 現 行 

 

第１章 総 則 

第１節 総則 

第１－１条 ～ 第１－５条 ［略］ 

第１－６条 管理技術者 

１ ～ ５ ［略］ 

    ６ 管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむえない理由により変更

を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 
 
第１－７条 ～ 第１－９条 ［略］ 

第１－10条 業務計画書 

［略］ 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１）～（11） ［略］ 

なお、（２）業務内容及び方法又は(11)その他には、第１－32 条安全等の確保、第1－36 条個人情報の取扱い及び第1－

37 条行政情報流出防止対策の強化に関する事項も含めるものとする。 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１－11条 ～ 第１－28条 ［略］ 

第１－29条 再委託 

［略］ 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、速記録の作成、トレース、模型製作、計算処理（単純な電算処理に限る）、

データ入力、アンケート票の配布、資料の収集・単純な集計、電子納品の作成作業、その他特記仕様書に定める事項の再

委託に当たっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１－30条 ～ 第１－35 条 ［略］ 

第１－36条 個人情報の取扱い 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個

人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成15 年法律第57 号）、行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律（平成15 年法律第58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関する

法律（平成25 年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 秘密の保持 

受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 取得の制限 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を

明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなけれ

ばならない。 

４ 利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための利用目的以外の目的のために

個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５ 複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者から提供を受けた個人

情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

第１章 総 則 

第１節 総則 

第１－１条 ～ 第１－５条 ［略］ 

第１－６条 管理技術者 

１ ～ ５ ［略］ 

    ［新設］ 

 
 

第１－７条 ～ 第１－９条 ［略］ 

第１－10条 業務計画書 

［略］ 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１）～（11） ［略］ 

［新設］ 

 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１－11条 ～ 第１－28条 ［略］ 

第１－29条 再委託 

［略］ 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製作などの簡易な業務の再委託に当た

っては、発注者の承諾を必要としない。 

 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１－30条 ～ 第１－35 条 ［略］ 

［新設］ 
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６ 再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人情報については自ら取り

扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者に再

委託することがないよう、受注者において必要な措置を講ずるものとする。 

７ 事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報告

し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

８ 資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若しくは作成した個人情報

が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後速やかに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただし、

発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９ 管理の確認等 

(１)受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人情報の管理の状況について、

年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合は、再委託される

業務に係る個人情報の秘匿性等その内容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況について、受注者が年１

回以上の定期検査等により確認し、発注者に報告するものとする。 

(２)発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、発注者は必要と認める

ときは、受注者に対し個人情報の取扱状況について報告を求め、又は検査することができる。 

10 管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定め、第1－10 条で示す

業務計画書に記載するものとする。 

11 従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに

第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければ

ならない。 
 

第１－37 条 行政情報流出防止対策の強化 

受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、第1－10 条で示す業務計画書に流

出防止策を記載するものとする。 

２ 受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する事項を遵守するものとする。 

（行政情報の目的外使用の禁止） 

受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以外に使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

（１）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣労働者並びに取締役、相談役

及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図

るものとする。 

（２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。 

（３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業者に対し本規定に準じた行政情

報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複製した行政情報を含む。以

下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速や 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［新設］ 
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かに直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

（１）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」という。）を選任及び配置し、

第1－10 条で示す業務計画書に記載するものとする。 

（２）受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保） 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。 

イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（事故の発生時の措置） 

（１）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出事故にあった場合には、速

やかに発注者に届け出るものとする。 

（２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故の再発防止の措置を

講ずるものとする。 

３ 発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を行う場合がある。 
 

第１－38 条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和49 年法律第116 号）、労働者災害補償保険法（昭和22 年法律第50 号）、健康保険法（大正

11 年法律第70 号）及び厚生年金保険法（昭和29 年法律第115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等

を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

第２章 地形、地質踏査 ［略］ 

第３章 ボーリング調査 

第３－１条 ～ 第３－２条 [略] 

第３－３条 調査方法 

   １ ～ ６ [略] 

［削 る］ 

  ７ 孔口は、ケーシングパイプ又は、ドライブパイプで保護するものとする。 

８ 掘進中は、深度、作業前後の孔内水位、掘進速度、ロッドの手ごたえ、給水量、圧力計、循環水量（漏湧水量）及び色、

スライムの状態、混入物の状態等に絶えず注意し、変化した場合は、深度とともにただちに記録するものとする。 

９ 孔壁崩壊のおそれがある場合には、速やかに監督職員に連絡し、その指示を受けなければならない。 

10 原位置試験、サンプリングの場合はそれに先立ち、孔底のスライムをよく排除するものとする。 

11 掘進中は孔曲がりのないように留意し、岩質、割れ目、断層破砕帯、湧水、漏水等に十分注意しなければならない。特に

湧水については、その量のほか、必要があれば水位（被圧水頭）を測定するものとする。 

12 コア採取を目的とするボーリングにあっては、次の各号に掲げる事項によるものとする。 

(１)～(９) ［略］ 

13 ノンコアボーリングは、原則として１ｍごと又は岩質の変わるごとにスライムを採取し、深度を明記した標本ビン等に保

存するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［新設］ 

 

 
  
 

第２章 地形、地質踏査 ［略］ 

第３章 ボーリング調査 

第３－１条 ～ 第３－２条 [略] 

第３－３条 調査方法 

   １ ～ ６ [略] 

７ 土質地盤の掘削は、地下水の確認ができる深さまで原則として無水掘とする。 

  ８ 孔口は、ケーシングパイプ又は、ドライブパイプで保護するものとする。 

９ 掘進中は、深度、作業前後の孔内水位、掘進速度、ロッドの手ごたえ、給水量、圧力計、循環水量（漏湧水量）及び色、

スライムの状態、混入物の状態等に絶えず注意し、変化した場合は、深度とともにただちに記録するものとする。 

10 孔壁崩壊のおそれがある場合には、速やかに監督職員に連絡し、その指示を受けなければならない。 

11 原位置試験、サンプリングの場合はそれに先立ち、孔底のスライムをよく排除するものとする。 

12 掘進中は孔曲がりのないように留意し、岩質、割れ目、断層破砕帯、湧水、漏水等に十分注意しなければならない。特に

湧水については、その量のほか、必要があれば水位（被圧水頭）を測定するものとする。 

13 コア採取を目的とするボーリングにあっては、次の各号に掲げる事項によるものとする。 

(１)～(９) ［略］ 

14 ノンコアボーリングは、原則として１ｍごと又は岩質の変わるごとにスライムを採取し、深度を明記した標本ビン等に保

存するものとする。 
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14 孔内地下水位は、毎日作業終了時と翌日の作業開始前に測定し、翌日の作業開始前の水位をその深度における孔内地下水

位とする。 

15 水平ボーリングを施工する場合のケーシングの挿入段数、仕上げ方法等は、仕様書等によるものとする。 

(１) 地すべり調査等は掘削長まで硬質ポリ塩化ビニル管を挿入する。調査結果により10～20cm 千鳥に径５mm 以上のストレ

ーナーを切る。また、外周には必要に応じてビニル管のフィルターの機能をもつ材料をもって被覆する。 

(２) ［略］ 

16 試料を採取するオールコアボーリング※１の場合は、詳細な地質状況の把握が行えるよう、観察に供するコアを連続的に

採取することとする。試料を採取しない場合はノンコアボーリング※２を行うこととする。 

ノンコアボーリング又はオールコアボーリングの適用は特記仕様書による。 

※１ オールコアボーリングとは、観察に供するコアを連続的に採取するボーリングで、試料箱（コア箱）に納め、採取し

たコアを連続的に確認し、詳細な地質状況の把握が可能なものをいう。 

※２ ノンコアボーリングとは、コアを採取しないボーリングで、標準貫入試験及びサンプリング（採取資料の土質試験）

等の併用による地質状況の把握が可能なものをいう。 
 

第３－４条 ～ 第３－５条 [略] 

第３－６条 検 尺 

掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として調査職員が立会のうえロッドを挿入した状態で残尺を確認した後、ロッド

を引き抜き、全ロッド長の確認を行うものとする。 
 

第３－７条 ～ 第３－９条 [略] 

第４章 ［略］ 

第５章 サウンディング 

第１節 概 要 ［略］ 

第２節 標準貫入試験 

第５－２条 目 的 

この試験は、原位置における地盤の硬軟や、締まり具合の判定、及び土層構成を把握するための試料採取することを目的と

する。 

第５－３条 ～ 第５－４条 ［略］ 

第３節 ～ 第４節 ［略］ 

第５節 スウェ－デン式サウンディング試験 

第５－11条 目 的 

この試験は、深さ10ｍ程度の軟弱地盤における土の静的貫入抵抗を測定し、土層の硬軟、締まり具合又は土層の構成を判定

するために行うものである。 
 

第５－12条 ～ 第５－13条 ［略］ 

第６節 簡易動的コーン貫入試験 

第６－14 条 目 的 

この試験は、斜面や平地における地盤表層部の動的な貫入抵抗を測定し、その硬軟若しくは支持力を判定することを目的と

する。 

第６－15 条 試験方法 

試験方法及び器具は、JGS1433（簡易動的コーン貫入試験）によるものとする。 

２ 貫入方法は鋼製ハンマーを自由落下させる方法とする。 

３ コーンに付着した土の観察、ロッドに付着した地下水位の状況、傾斜地作業では斜面の傾斜角度をできるかぎり記録するも

 

15 孔内地下水位は、毎日作業終了時と翌日の作業開始前に測定し、翌日の作業開始前の水位をその深度における孔内地下水

位とする。 

16 水平ボーリングを施工する場合のケーシングの挿入段数、仕上げ方法等は、仕様書等によるものとする。 

(１) 地すべり調査等は掘削長まで硬質塩化ビニル管を挿入する。調査結果により10～20cm 千鳥に径５mm 以上のストレーナ

ーを切る。また、外周には必要に応じてビニール管のフィルターの機能をもつ材料をもって被覆する。 

(２) ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

 
 
 

第３－４条 ～ 第３－５条 [略] 

第３－６条 検 尺 

ボーリング延長の確認は、調査目的を終了後、原則として調査職員立会のうえ、ロッドを挿入して行うものとする。 

 
 

 
第３－７条 ～ 第３－９条 [略] 

第４章 ［略］ 

第５章 サウンディング 

第１節 概 要 ［略］ 

第２節 標準貫入試験 

第５－２条 目 的 

この試験は、原位置における土の硬軟や、締まり具合の相対値を知るために行うものである。 

 

第５－３条 ～ 第５－４条 ［略］ 

第３節 ～ 第４節 ［略］ 

第５節 スウェ－デン式サウンディング試験 

第５－11条 目 的 

この試験は、比較的浅い原位置における土の静的貫入抵抗を測定し、土層の硬軟、締まり具合又は土層の構成を判定するた

めに行うものである。 
 

第５－12条 ～ 第５－13条 ［略］ 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 



地質・土質調査業務共通仕様書の一部改正について 

5 

改 正 案 現 行 

のとする。 

４ 試験中、目的の深度に達する前に礫などにあたり試験が不可能になった場合は調査職員と協議するものとする。 

 

第６－16 条 成果物 

成果物は、次のとおりとする。 

（１）調査位置案内図、調査位置平面図 

（２）調査結果については、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のＪＧＳ1433 に準拠して整理する。 

第６章 ～ 第１２章 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

第６章 ～ 第１２章 ［略］ 
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第１条 ～ 第６条 ［略］ 

第７条 管理技術者 

受注者は、測量業務等における管理技術者を定め、発注者に通知しなければならない。 

２ ～ ５ ［略］ 

６ 管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない理由により変更を行

う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 
 

第８条 ～ 第１１条 ［略］ 

第１１条  業務計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、調査職員に提出しなければならない。 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１）～（１１）     

なお、(２)業務内容及び方法又は(11)その他には、第32 条安全等の確保、第36 条個人情報の取扱い及び第37条行政情報

流出防止対策の強化に関する事項も含めるものとする。 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１２条 ～ 第２８条 ［略］ 

第２９条  再委託 

約款第６条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者は、これを再委託することはでき

ない。 

（１）測量業務等における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、トレース、資料整理、模型製

作、速記録の作成、アンケート票の配布、電子納品の作成作業などの簡易な業務、その他特記仕様書に定める事項の再委託に

当たっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第３０条 ～ 第３５条 ［略］ 
 

第３６条 個人情報の取扱い 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人

の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成15 年法律第57 号）、行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律（平成15 年法律第58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関する法律（平成

25 年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情

報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 秘密の保持 

受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用しては

ならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 取得の制限 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明 

 

 

第１条 ～ 第６条 ［略］ 

第７条 管理技術者 

受注者は、測量業務等における管理技術者を定め、発注者に通知しなければならない。 

２ ～ ５ ［略］ 

［新設］ 

 
  

第８条 ～ 第１１条 ［略］ 

第１１条  業務計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、調査職員に提出しなければならない。 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１）～（１１）     

［新設］ 

 
 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第１２条 ～ 第２８条 ［略］ 

第２９条  再委託 

約款第６条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者は、これを再委託することはでき

ない。 

（１）測量業務等における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製作などの簡易な業務の再委託に当たっ

ては、発注者の承諾を必要としない。 

 

３ ～ ４ ［略］ 
 

第３０条 ～ 第３５条 ［略］ 

 

［新設］ 
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示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなければな

らない。 

４ 利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための利用目的以外の目的のため

に個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５ 複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者から提供を受けた個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６ 再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人情報については自ら取

り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾

がある場合においては、個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者に再委託することがないよう、受注者において必

要な措置を講ずるものとする。 

７ 事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報

告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 

８ 資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若しくは作成した個人情

報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後速やかに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。ただ

し、発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９ 管理の確認等 

(１) 受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人情報の管理の状況について、

年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合は、再委託される業務

に係る個人情報の秘匿性等その内容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況について、受注者が年１回以上の

定期検査等により確認し、発注者に報告するものとする。 

(２) 発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、発注者は必要と認めると

きは、受注者に対し個人情報の取扱状況について報告を求め、又は検査することができる。 

10 管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定め、第11条で示す業

務計画書に記載するものとする。 

11 従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだり

に第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなけれ

ばならない。 
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第３７条 行政情報流出防止対策の強化 

受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、第 11 条で示す業務計画書に流出防

止策を記載するものとする。 

２ 受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する事項を遵守するものとする。 

（行政情報の目的外使用の禁止） 

受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以外に使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

（１）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣労働者並びに取締役、相談役

及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図る

ものとする。 

（２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。 

（３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業者に対し本規定に準じた行政情

報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複製した行政情報を含む。以下

同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速やかに

直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

（１）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」という。）を選任及び配置し、

第11 条で示す業務計画書に記載するものとする。 

（２）受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保） 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。 

イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（事故の発生時の措置） 

（１）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出事故にあった場合には、速

やかに発注者に届け出るものとする。 

 

 

 

［新設］ 
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（２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故の再発防止の措置を 

講ずるものとする。 

３ 発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を行う場合がある。 
 

第３８条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和49 年法律第116 号）、労働者災害補償保険法（昭和22 年法律第50 号）、健康保険法（大正

11 年法律第70 号）及び厚生年金保険法（昭和29 年法律第115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等

を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 
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第１章 総 則 

第１－１条 ［略］ 

第１－２条 ～ 第１－３条 ［略］ 

第１－４条 設計図書の支給及び点検 

受注者からの要求があり、調査職員が必要と認めた場合は、受注者に図面の原図若しくは電子データを貸与する。 

ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、受注者の負担において備えるものとする。 

２ 受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義がある場合には、調査職員に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

 ３ ［略］ 

第１－５条 ［略］ 

第１－６条 管理技術者 

受注者は、設計業務等における管理技術者を定め、発注者に通知しなければならない。 

２ 管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行わなければならない。 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選択科目）又は業務に該当す

る部門）、博士（業務に該当する部門）、農業土木技術管理士、シビルコンサルティングマネージャー（業務に該当する部

門）のいずれかの資格を有するもの、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限る)、農業水利施設機能総合診断士(農業水

利施設システムの総合的な機能診断業務に限る)、農業農村地理情報システム技士（地理情報システムに関する業務に限

る）、農業水利施設補修工事品質管理士［コンクリート構造物分野］（農業水利施設補修工事（コンクリート構造物）の設

計業務に限る）又は、これと同等の能力と経験を有する技術者であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）で

なければならない。 

４ ～ ６ ［略］ 

７ 管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない理由により変更

を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

第１－７条 照査技術者及び照査の実施 

受注者は、発注者が設計図書において定める場合には、設計業務等における照査技術者を定め発注者に通知しなければ

ならない。 

 

２ ～ ５ ［略］ 

６ 照査技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない理由により変更

を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

第１－８条 ～ 第１－１０条 ［略］ 

第１－１１条 業務計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、調査職員に提出しなければならない。 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１） ～（10） ［略］ 

なお、(２)実施方針又は(10)その他には、第1－31 条安全等の確保、第1－35 条個人情報の取扱い及び第1－36 条行政情

報流出防止対策の強化に関する事項も含めるものとする。 

また、受注者は、設計図書において照査技術者による照査が定められている場合には、業務計画書に照査技術者及び照査

計画についても記載するものとする。 

 

 

 

第１章 総 則 

第１－１条 ［略］ 

第１－２条 ～ 第１－３条 ［略］ 

第１－４条 設計図書の支給及び点検 

受注者からの要求があり、調査職員が必要と認めた場合は、受注者に図面の原図若しくは電子データを貸与する。 

ただし、共通仕様書、各種基準、参考図書等市販されているものについては、受注者の負担において備えるものとする。 

２ 受注者は、設計図書の内容を十分点検し、疑義がある場合には、調査職員に書面により報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

 ３ ［略］ 

第１－５条 ［略］ 

第１－６条 管理技術者 

受注者は、設計業務等における管理技術者を定め、発注者に通知しなければならない。 

２ 管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行わなければならない。 

３ 管理技術者は、設計業務等の履行にあたり、技術士（総合技術監理部門（業務に該当する選択科目）又は業務に該当す

る部門）、博士（業務に該当する部門）、農業土木技術管理士、シビルコンサルティングマネージャー（業務に該当する部

門）のいずれかの資格を有するもの、畑地かんがい技士(畑地かんがい業務に限る)、農業水利施設機能総合診断士(農業水

利施設システムの総合的な機能診断業務に限る)、農業農村地理情報システム技士（地理情報システムに関する業務に限る）

又は、これと同等の能力と経験を有する技術者であり、日本語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならな

い。 

 

４ ～ ６ ［略］ 

    ［新設］ 

 

 
第１－７条 照査技術者及び照査の実施 

受注者は、発注者が設計図書において定める場合には、設計業務等における照査技術者を定め発注者に通知しなければ

ならない。 

 

２ ～ ５ ［略］ 

    ［新設］ 

 

 

第１－８条 ～ 第１－１０条 ［略］ 

第１－１１条 業務計画書 

受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、調査職員に提出しなければならない。 

２ 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１） ～（10） ［略］ 

［新設］ 

 

なお、受注者は、設計図書において照査技術者による照査が定められている場合には、照査計画についても記載するも

のとする。 
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改 正 案 現 行 

 

第１－１２条 ～ 第１－２７条 ［略］ 

第１－２８条 再委託 

約款第６条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者は、これを再委託することは

できない。 

（１） ～（10） ［略］ 

２  受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、トレース、資料整理、

模型製作、速記録の作成、翻訳、アンケート票の配布、電子納品の作成作業などの簡易な業務、その他特記仕様書に定め

る事項の再委託に当たっては、発注者の承諾を必要としない。 

３ ～ ４ ［略］ 

     

第１－２９条 ～ 第１－３４条 ［略］ 

 

 
第１－３５条 個人情報の取扱い 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成15 年法律第57 号）、行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律（平成15 年法律第58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関す

る法律（平成25 年法律第27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防

止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２  秘密の保持 

受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用し

てはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３  取得の制限 

受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的

を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなけ

ればならない。 

４  利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための利用目的以外の目的のため

に個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５  複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者から提供を受けた個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６  再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人情報については自ら取

り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

なお、再委託に関する発注者の指示又は承諾がある場合においては、個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者に再

委託することがないよう、受注者において必要な措置を講ずるものとする。 

７  事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報

告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約が

終了し、又は解除された後においても同様とする。 

８  資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若しくは作成した個人情

報が記録された資料等を、この契約の終了後又は解除後速やかに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。 

 

第１－１２条 ～ 第１－２７条 ［略］ 

第１－２８条 再委託 

約款第６条第１項に規定する「主たる部分」とは、次の各号に掲げるものをいい、受注者は、これを再委託することは

できない。 

（１） ～（10） ［略］ 

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理、模型製作などの簡易な業務の再委託に当

たっては、発注者の承諾を必要としない。 

 

３ ～ ４ ［略］ 

     

第１－２９条 ～ 第１－３４条 ［略］ 

 

 

［新設］ 
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改 正 案 現 行 

 

ただし、発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９  管理の確認等 

(１)受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人情報の管理の状況につい

て、年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合は、再委託される

業務に係る個人情報の秘匿性等その内容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況について、受注者が年１回以

上の定期検査等により確認し、発注者に報告するものとする。 

(２)発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、発注者は必要と認め

るときは、受注者に対し個人情報の取扱状況について報告を求め、又は検査することができる。 

10  管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定め、第1－11 条で示

す業務計画書に記載するものとする。 

11  従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだり

に第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなけれ

ばならない。 

 

第1－36 条 行政情報流出防止対策の強化 

受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、第1－11 条で示す業務計画書に

流出防止策を記載するものとする。 

２  受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する事項を遵守するものとする。 

（行政情報の目的外使用の禁止） 

受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以外に使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

（１）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣労働者並びに取締役、相談

役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底

を図るものとする。 

（２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。 

（３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業者に対し本規定に準じた行政

情報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複製した行政情報を含む。以下

同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速やかに

直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

（１）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」という。）を選任及び配置し、

第1－11 条で示す業務計画書に記載するものとする。 

（２）受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保） 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

［新設］ 
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改 正 案 現 行 

 

イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（事故の発生時の措置） 

（１）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出事故にあった場合には、

速やかに発注者に届け出るものとする。 

（２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故の再発防止の措置

を講ずるものとする。 

３  発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を行う場合がある。 

 

第１－３７条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和49 年法律第116 号）、労働者災害補償保険法（昭和22 年法律第50 号）、健康保険法（大

正11 年法律第70 号）及び厚生年金保険法（昭和29 年法律第115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者

等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

［新設］ 
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用地調査等共通仕様書の一部改正について 

改 正 後 現 行 

用地調査等共通仕様書 

 

第１章 総則 

 

第１条～第７条 略 

 

第８条 管理技術者 

受注者は、用地調査等業務における管理技術者を定め、受注者に通知するものとする。 

 

  ２～７ 略 

  ８ 監理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない理由により

変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。  

 

第９条 照査技術者及び照査の実施 

  略 

  ２～６ 略 

  ７ 照査技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない理由により

変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

  第１０条～第１４条 略 

 

  第１５条 地元関係者との交渉等 

    略 

２ 略 

  ３ 受注者は、設計図書の定め、又は調査職員の指示により受注者が行うべき地元関係者への説明等を行う場合には、説           

   明等の内容を随時、調査職員に報告し、指示があればそれに従わなければならない。 

  ４～５ 略 

 

  第１６条～第１８条 略 

 

  第１９条 検査 

    略 

  ２ 受注者は、用地調査等業務の検査に先立って受注者に対して検査日を通知するものとする。この場合、受注者は、検

査に必要な書類及び資料等を整備するとともに、屋外で行う検査においては、必要な人員及び機材を準備しなければな

らないものとし、提供しなければならない。また、検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

  ３ 略 

 

  第２０条～第２３条 略 

 

  第２４条 業務の中止 

    発注者は、約款第１９条第１項の規定により、次の各号に該当する場合には、受注者に通知し、必要と認める期間、

用地調査等業務の全部又は一部を一時中止させるものとする。なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、

火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）による用地調査等業務の中断については、

第３２条に定めるところにより、受注者は、適切に対応しなければならない。 

用地調査等共通仕様書 

 

第１章 総則 

 

第１条～第７条 略 

 

第８条 管理技術者 

受注者は、用地調査等業務における管理技術者を定め、受注者に通知するものとする。管理技術者を変更したときも、 

同様とする。 

  ２～７ 略 

 【新設】 

 

 

第９条 照査技術者及び照査の実施 

    略 

２～６ 略 

【新設】 

 

 

  第１０条～第１４条 略 

 

  第１５条 地元関係者との交渉等 

  略 

２ 略 

  ３ 受注者は、設計図書の定め、又は調査職員の指示により受注者が行うべき地元関係者への説明等を行う場合には、説           

   明等の内容を書面により随時、調査職員に報告し、指示があればそれに従わなければならない。 

  ４～５略 

 

  第１６条～第１８条 略 

 

  第１９条 検査 

    略 

  ２ 受注者は、用地調査等業務の検査に先立って受注者に対して書面をもって、検査日を通知するものとする。この場合、

受注者は、検査に必要な書類及び資料等を整備するとともに、屋外で行う検査においては、必要な人員及び機材を準備

しなければならないものとし、提供しなければならない。また、検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

  ３ 略 

 

  第２０条～第２３条 略 

 

  第２４条 業務の中止 

    発注者は、約款第１９条第１項の規定により、次の各号に該当する場合には、受注者に書面をもって通知し、必要と

認める期間、用地調査等業務の全部又は一部を一時中止させるものとする。なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地

すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）による用地調査等業務の中

断については、第３２条に定めるところにより、受注者は、適切に対応しなければならない。 
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   （１）～（６） 略 

  ２～３ 略 

 

  第２５条～第２７条 略 

 

  第２８条 再委託 

    略 

  ２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（単純な電算処理に限る）、データ入力、トレース、資料整理、

電子納品の作成作業などの簡易な業務、その他特記仕様書に定める事項の再委託に当たっては、発注者の承諾を必要と

しない。 

  ３～４ 略 

 

  第２９条～第３４条 略 

 

  第３５条 個人情報の取扱い 

    受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成25年法律第27号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は

毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

  ２ 秘密の保持 

    受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

  ３ 取得の制限 

    受注者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、あらかじめ、本人に対し、その利用目

的を明示しなければならない。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得し

なければならない。 

４ 利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための利用目的以外の目的のた

めに個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

５ 複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するために発注者から提供を受けた

個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６ 再委託の禁止及び再委託時の措置 

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理するための個人情報については自ら

取り扱うものとし、第三者にその取扱いを伴う事務を再委託してはならない。なお、再委託に関する発注者の指示又は

承諾がある場合においては、個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者に再委託することがないよう、受注者にお

いて必要な措置を講ずるものとする。 

７ 事案発生時における報告 

受注者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に

報告し、適切な措置を講じなければならない。なお、発注者の指示があった場合はこれに従うものとする。また、契約

が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

８ 資料等の返却等 

受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から貸与され、又は受注者が収集し、若しくは作成した個人

情報が記録された資料等を、この契約終了後又は解除後速やかに発注者に返却し、又は引き渡さなければならない。た

だし、発注者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、当該指示に従うものとする。 

９ 管理の確認等 

（１）受注者は、取扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じて、この契約による事務に係る個人情報の管理の状況につ

いて、年１回以上発注者に報告するものとする。なお、個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合は、再委

   （１）～（６） 略 

  ２～３ 略 

 

  第２５条～第２７条 略 

 

  第２８条 再委託 

    略 

  ２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、トレース、資料整理などの簡易な業務の再委託に当たっては、

発注者の承諾を必要としない。 

   

  ３～４ 略 

 

  第２９条～第３４条 略 

 

 【新設】 
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託される業務に係る個人情報の秘匿性等その内容に応じて、再委託先における個人情報の管理の状況について、受

注者が年１回以上の定期検査等により確認し、発注者に報告するものとする。 

（２）発注者は、受注者における個人情報の管理の状況について適時確認することができる。また、発注者は必要と認

めるときは、受注者に対し個人情報の取扱状況について報告を求め、又は検査することができる。 

10 管理体制の整備 

受注者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するなど管理体制を定め、第40条で示す

業務計画書に記載するものとする。 

11 従事者への周知 

受注者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだ

りに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しな

ければならない。 

 

  第３６条 行政情報流出防止対策の強化 

    受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策をとり、第40条で示す業務計画書に流

出防止対策を記載するものとする。 

２ 受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなければならない。 

（１）関係法令等の遵守 

行政情報の取扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する事項を遵守するものとす

る。 

（２）行政情報の目的外使用の禁止 

受注者は、発注者の許可なく本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的外に使用してはならない。 

（３）社員等に対する指導 

① 受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣労働者並びに取締役、

相談役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周

知徹底を図るものとする。 

② 受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。 

③ 受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託する場合には、再委託先業者に対し本規定に準じた行

政情報の流出防止対策に関する確認・指導を行うこと。 

（４）契約終了時等における行政情報の返却 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複製した行政情報を含む。

以下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、

速やかに直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同

様とする。 

（５）電子情報の管理体制の確保 

① 受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」という。）を選任及び配

置し、第40条で示す業務計画書に記載するものとする。 

② 受注者は、次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。 

ア 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策 

イ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

ウ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（６）電子情報の取扱いに関するセキュリティの確保 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。 

ア 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

イ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

ウ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

エ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

オ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（７）事故の発生時の措置 

① 受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出事故にあった場合に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

は、速やかに発注者に届け出るものとする。 

② この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、事故の再発防止の

措置を講ずるものとする。 

３ 発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、検査確認を行う場合がある。 

 

  第３７条 保険加入の義務 

    受注者は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、健康保険法（大

正 11年法律第 70号）及び厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇

用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

第２章 用地調査等業務の基本的処理 

 

 第１節 用地調査等業務の実施手続 

 

  第３８条 打合せ等 

    略 

 

  第３９条 現地踏査 

    略 

 

  第４０条 業務計画書 

    略 

 

  ２ 略 

   （１）～（１２） 略 

    なお、（２）実施方針又は（１２）その他には、第３１条安全等の確保、第３５条個人情報の取扱い及び第３６条行政

情報流出防止対策の強化に関する事項も含めるものとする。 

  ３～５ 略 

 

  第４１条 調査職員への進捗状況の報告 

    略 

 

  第４２条 土地への立入り等 

    略 

  ２ 受注者は、用地調査等業務の実施のため植物、かき、さく等（以下「障害物」という。）の除去又は土地又は工作物を

一時使用する場合には、あらかじめ調査職員に報告するものとし、報告を受けた調査職員は当該権利者の許可を得るも

のとする。なお、第三者の土地への立入り等について、当該権利者の許可は発注者が得るものとするが、調査職員の指

示がある場合は受注者は、これに協力しなければならない。 

  ３～５ 略 

 

  第４３条 算定資料 

    略 

 

第２節 数量等の処理 

 

  第４４条 土地の面積計算数値の取扱い 

    略 

 

 

 

 

 

 

 

 【新設】 

 

 

 

 

第２章 用地調査等業務の基本的処理 

 

 第１節 用地調査等業務の実施手続 

 

  第３５条 打合せ等 

    略 

 

  第３６条 現地踏査 

    略 

 

  第３７条 業務計画書 

    略 

 

  ２ 略 

   （１）～（１２） 略 

   【新設】 

 

  ３～５ 略 

 

  第３８条 調査職員への進捗状況の報告 

    略 

 

  第３９条 土地への立入り等 

    略 

  ２ 受注者は、用地調査等業務の実施のため植物伐採、かき、さく等（以下「障害物」という。）の除去又は土地若しくは

工作物を一時使用する場合には、あらかじめ調査職員に報告するものとし、報告を受けた調査職員は当該権利者の許可

を得るものとする。なお、第三者の土地への立入り等について、当該権利者の許可は発注者が得るものとするが、調査

職員の指示がある場合は受注者は、これに協力しなければならない。 

  ３～５ 略 

 

  第４０条 算定資料 

    略 

 

第２節 数量等の処理 

 

  第４１条 土地の面積計算数値の取扱い 

    略 
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  第４５条 建物等の計測 

    略 

 

  第４６条 図面等に表示する数値及び面積計算 

    略 

 

  第４７条 計算数値の取扱い 

    略 

 

  第４８条 補償額算定調書に計上する数値 

    補償額算定調書に計上する数値（価格に対応する数量）は、次の各号によるもののほか、第４５条による計測値を基

に算出した数値とする。 

    （１）建物の延べ床面積は、第４６条第３項で算出した数値とする。 

    （２）  略 

 

  第４９条 補償額等の端数処理 

    建物等の補償額の算定を行う場合の端数処理は、原則として、次の各号に掲げる場合を除き、１円未満切捨てとする。 

    （１）補償単価及び資材価格等は、次による。 

       １００円未満のとき…………………………………… １円未満切捨て 

       １００円以上１０，０００円未満のとき………… １０円未満切捨て 

       １０，０００円以上のとき……………………… １００円未満切捨て 

    （２）共通仮設費及び諸経費にあっては、１００円未満を切捨てた金額を計上する。この場合において、その額が１

００円未満のときは、１円未満切捨てとする。 

  【削る】 

  【削る】 

 

 

 

 

第３章 権利調査 

 

 第１節 調査 

 

  第５０条 権利調査 

    略 

 

  第５１条 地図等の転写 

    略 

 

  第５２条 土地の登記記録の調査 

    略 

 

 

第５３条 建物の登記記録の調査 

  建物の登記記録の調査は、第５１条で作成した地図から調査区域内の建物に係わる次の各号に掲げる登記事項につい

て行うものとする。 

  （１）～（６） 略 

 

 

  第４２条 建物等の計測 

    略 

 

  第４３条 図面等に表示する数値及び面積計算 

    略 

 

  第４４条 計算数値の取扱い 

    略 

 

  第４５条 補償額算定調書に計上する数値 

    補償額算定調書に計上する数値（価格に対応する数量）は、次の各号によるもののほか、第４２条による計測値を基

に算出した数値とする。 

    （１）建物の延べ床面積は、第４３条第３項で算出した数値とする。 

    （２）  略 

 

  第４６条 補償額等の端数処理 

    補償額等の算定を行う場合の資材単価等の端数処理は、原則として、次の各号によるものとする。 

    （１）補償額算定に必要となる資材単価等は、次による。 

       １００円未満のとき…………………………………… １円未満切捨て 

       １００円以上１０，０００円未満のとき………… １０円未満切捨て 

       １０，０００円以上のとき……………………… １００円未満切捨て 

    （２）建物等の移転料の算定のための共通仮設費及び諸経費等にあっては、１００円未満を切捨てた金額を計上する。

この場合において、その額が１００円未満のときは、１円未満切捨てとする。 

    （３）建物の１平方メートル当たりで算出する単価（現在価格等）は、１００円未満切捨てとする。 

    （４）工作物等の補償単価は、次による。 

       １００円未満のとき…………………………………… １円未満切捨て 

       １００円以上１０，０００円未満のとき………… １０円未満切捨て 

       １０，０００円以上のとき……………………… １００円未満切捨て 

 

第３章 権利調査 

 

 第１節 調査 

 

  第４７条 権利調査 

    略 

 

  第４８条 地図等の転写 

    略 

 

  第４９条 土地の登記記録の調査 

    略 

 

 

第５０条 建物の登記記録の調査 

  建物の登記記録の調査は、第４８条で作成した地図から調査区域内の建物に係わる次の各号に掲げる登記事項につい

て行うものとする。 

  （１）～（６） 略 
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第５４条 権利者の確認調査 

  略 

 

第５５条 墓地管理者等の調査 

  略 

 

第５６条 土地利用履歴等の調査 

  略 

 

第２節 調査書等の作成 

 

第５７条 転写連続地図の作成 

    第５１条第１項により転写した地図は、各葉を転写して連続させた地図（以下「転写連続図」という。以下同じ。）を

作成し、次の事項を記入するものとする。 

    （１） 略 

    （２）第５２条第３号で調査した登記名義人の氏名等 

    （３） 略 

 

第５８条 調査書の作成 

第５２条から第５５条までに調査した事項については、土地の登記記録調査表、建物の登記記録調査表、権利者調査

表、墓地管理者調査表及び墓地使用（祭祀）者調査表に所定の事項を記載するものとする。 

  ２ 略 

  ３ 土地利用履歴等の調査表は、第５６条の結果を基に土地利用履歴等調査要領により作成するものとする。 

 

 第４章 用地測量 

 

 第１節 境界確認 

 

第５９条 用地測量 

  略 

 

第６０条 公共用地境界の打合せ 

  略 

 

第６１条 資料の作成及び立合い 

  略 

２ 略 

３ 前条の打合せの結果、第５７条により作成した転写連続図その他資料を基に現況測量等を行うことによって、部局長

又は公共物管理者等が公共用地境界の確定とみなすとした場合には、これに必要な作業を行うものとする。この場合、

必要に応じて公共用地に隣接する土地の所有者から第６５条第２項に準じた同意を得るものとする。 

 

第６２条 境界確定後の図書の作成 

  略 

 

第６３条 立会い準備 

調査区域内の民有地等で、所有権、借地権、地上権等で次条の画地の境界点の確認を行うために立会いが必要と認め

られる権利者一覧表を第５２条から第５５条までの調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 略 

 

第５１条 権利者の確認調査 

  略 

 

第５２条 墓地管理者等の調査 

  略 

 

第５３条 土地利用履歴等の調査 

  略 

 

第２節 調査書等の作成 

 

第５４条 転写連続地図の作成 

  第４８条第１項により転写した地図は、各葉を転写して連続させた地図（以下「転写連続図」という。以下同じ。）を

作成し、次の事項を記入するものとする。 

  （１） 略 

  （２）第４９条第３号で調査した登記名義人の氏名等 

  （３） 略 

 

第５５条 調査書の作成 

  第４９条から第５２条までに調査した事項については、土地の登記記録調査表、建物の登記記録調査表、権利者調査

表、墓地管理者調査表及び墓地使用（祭祀）者調査表に所定の事項を記載するものとする。 

  ２ 略 

  ３ 土地利用履歴等の調査表は、第５３条の結果を基に土地利用履歴等調査要領により作成するものとする。 

 

第４章 用地測量 

 

第１節 境界確認 

 

第５６条 用地測量 

  略 

 

第５７条 公共用地境界の打合せ 

  略 

 

第５８条 資料の作成及び立合い 

  略 

２ 略 

３ 前条の打合せの結果、第５４条により作成した転写連続図その他資料を基に現況測量等を行うことによって、部局長

又は公共物管理者等が公共用地境界の確定とみなすとした場合には、これに必要な作業を行うものとする。この場合、

必要に応じて公共用地に隣接する土地の所有者から第６２条第２項に準じた同意を得るものとする。 

 

第５９条 境界確定後の図書の作成 

  略 

 

第６０条 立会い準備 

調査区域内の民有地等で、所有権、借地権、地上権等で次条の画地の境界点の確認を行うために立会いが必要と認め

られる権利者一覧表を第４９条から第５２条までの調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 略 
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第６４条 境界立会いの画地及び範囲 

  略 

 

第６５条 境界立会い 

  略 

 

第６６条 復元測量 

  略 

 

 第２節 境界測量 

 

第６７条 用地測量の基準点 

  略 

 

第６８条 境界測量 

  略 

 

第６９条 補助基準点の設置 

  略 

 

第７０条 準拠点の設置 

  略 

 

  第７１条 用地境界仮杭の設置 

    境界測量等の作業が完了し用地取得等の対象となる範囲が確定したときは、測量の成果等に基づきトータルステーシ

ョン等を使用する方法により用地境界仮杭の設置を次の各号により行うものとする。 

    （１）～（３） 略 

  ２ 略 

 

  第７２条 境界点間測量 

    略 

 

 第３節 面積計算の範囲 

 

  第７３条 面積計算の範囲 

    略 

 

  第７４条 面積計算の方法 

    略 

 

 第４節 用地実測図等の作成 

 

  第７５条 用地実測図原図の作成 

    略 

    （１） 略 

      ① 土地の測量に従事した者の記名押印 

      ② 道路名及び水路名 

      ③ 建物及び工作物 

    （２） 略 

第６１条 境界立会いの画地及び範囲 

  略 

 

第６２条 境界立会い 

    略 

 

第６３条 復元測量 

  略 

 

 第２節 境界測量 

 

第６４条 用地測量の基準点 

  略 

 

第６５条 境界測量 

  略 

 

第６６条 補助基準点の設置 

  略 

 

第６７条 準拠点の設置 

  略 

 

  第６８条 用地境界仮杭の設置 

    境界測量等の作業が完了し用地取得等の対象となる範囲が確定したときは、測量の成果等に基づきＴＳ等を使用する

方法により用地境界仮杭の設置を次の各号により行うものとする。 

    （１）～（３） 略 

  ２ 略 

 

  第６９条 境界点間測量 

    略 

 

 第３節 面積計算の範囲 

 

 第７０条 面積計算の範囲 

    略 

 

  第７１条 面積計算の方法 

    略 

 

 第４節 用地実測図等の作成 

 

  第７２条 用地実測図原図の作成 

    略 

    （１） 略 

      ① 土地の測量に従事した者の記名押印 

      ② 道路名、水路名 

      ③ 建物及び工作物 

    （２） 略 
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  第７６条 用地平面図等の作成 

    略 

 

  第７７条 土地調書の作成 

    略 

 

  第７８条 予定分筆 

    略 

  第７９条 用地境界杭の設置 

    略 

 

 第５章 登記資料収集整理等 

 

  第８０条 登記資料収集整理 

    略 

 

  第８１条 地積測量図（案）等の作成 

   略 

 

  第８２条 協議 

   受注者は、第８０条で規定する資料等の収集整理に当たり、管轄登記所との折衝の結果、その処理に困難なものがある

場合には、調査職員と協議し、指示を受けなければならない。 

 

  第８３条 責務 

    略 

 

 第６章 建物等の調査 

 

 第１節 調査 

 

  第８４条 建物等の調査 

    略 

 

  第８５条 建物等の配置等 

    略 

 

  第８６条 法令適合性の調査 

    略 

 

  第８７条 木造建物 

    木造建物［Ⅰ］の調査は、別に定める建物移転料算定要領（平成２８年３月３１日付け２７農振第２４０６号農林水

産省農村振興局整備部設計課長通知。（以下「建物要領」という。））別添一木造建物調査積算要領（以下「木造建物要領」

という。）に準じて行うものとする。 

  ２～３ 略 

  第８８条 木造特殊建物 

    略 

第８９条 非木造建物 

    非木造建物［Ⅰ］の調査は、別に定める建物移転料算定要領（平成２８年３月３１日付け２７農振第２４０６号農林

水産省農村振興局整備部設計課長通知。（以下「建物要領という」という。））別添二非木造建物調査積算要領（以下「非

  第７３条 用地平面図等の作成 

    略 

 

  第７４条 土地調書の作成 

    略 

 

  第７５条 予定分筆 

    略 

  第７６条 用地境界杭の設置 

    略 

 

 第５章 登記資料収集整理等 

 

  第７７条 登記資料収集整理 

    略 

 

  第７８条 地積測量図（案）等の作成 

   略 

 

  第７９条 協議 

   受注者は、第７７条で規定する資料等の収集整理に当たり、管轄登記所との折衝の結果、その処理に困難なものがある

場合には、調査職員と協議し、指示を受けなければならない。 

 

  第８０条 責務 

    略 

 

 第６章 建物等の調査 

 

 第１節 調査 

 

  第８１条 建物等の調査 

    略 

 

  第８２条 建物等の配置等 

    略 

 

  第８３条 法令適合性の調査 

    略 

 

  第８４条 木造建物 

    木造建物［Ⅰ］の調査は、別に定める木造建物調査積算要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７０号農林

水産省農村振興局整備部設計課長通知。以下「木造建物要領」という。）に準じて行うものとする。 

 

  ２～３ 略 

  第８５条 木造特殊建物 

    略 

  第８６条 非木造建物 

    非木造建物［Ⅰ］の調査は、別に定める非木造建物調査積算要領（平成２７年３月３１日付け２６農振第２２７１号

農林水産省農村振興局整備部設計課長通知。以下「非木造建物要領」という。）に準じて行うものとする。 
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木造建物要領」という。）に準じて行うものとする。 

  ２ 略 

 

  第９０条 機械設備 

    略 

 

  第９１条 生産設備 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３）規模（形式及び寸法）材質及び数量 

    （４）～（８） 略 

  第９２条 附帯工作物 

    略 

 

  第９３条 庭園 

    略 

 

  第９４条 墳墓 

    略 

 

  第９５条 立竹木等 

    略 

    （１）庭木等（観賞樹、効用樹及び風致木等）の調査 

      ①～④ 略 

    （２）用材林立木の調査 

      ① 権利者ごとに、原則として、毎木調査により、樹種、胸高直径、林齢（又は植林年次）、人工林・天然生林の

別、調査対象の土地１ヘクタール当たりの植栽本数、管理の状況（表２の判定基準による区分）等を調査する。 

    表２ 略 

      ② 略 

       ア 権利者ごとに、当該土地に植栽されている立木を樹種ごとに一括して取扱うことが相当と認められる区域

を決定し、調査する。ただし、同樹種区域であっても立木の粗密度、径級、配置、成育状況及び植林年次が

異なっていると認められる場合には、これらが異なるごとの範囲を調査し、区分する。 

       イ 略 

    （３） 略 

    （４）収穫樹の調査 

       樹種、胸高直径、幹周、樹高、樹齢（又は植付年次）、管理の状況等を調査する。また、樹園地に囲障、吊り棚

等の工 

作物が存するときは、これらについても第９２条の例により調査する。 

    （５）～（９） 略 

 

  第９６条 石綿 

    略 

 

 第２節 調査書等の作成 

 

  第９７条 建物等の配置図の作成 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３）用紙は、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第11条により制定された日本工業規格Ａ列３番を用いる。

 

  ２ 略 

 

  第８７条 機械設備 

    略 

 

  第８８条 生産設備 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３）規模（形式、寸法）材質及び数量 

    （４）～（８） 略 

  第８９条 附帯工作物 

    略 

 

  第９０条 庭園 

    略 

 

  第９１条 墳墓 

    略 

 

  第９２条 立竹木等 

    略 

    （１）庭木等（観賞樹、効用樹、風致木等）の調査 

      ①～④ 略 

    （２）用材林立木の調査 

      ① 権利者ごとに、原則として、毎木調査により、樹種、胸高直径、林令（又は植林年次）、人工林・天然生林の

別、調査対象の土地１ヘクタール当たりの植栽本数、管理の状況（表２の判定基準による区分）等を調査する。 

    表２ 略 

      ② 略 

       ア 権利者ごとに、当該土地に植栽されている立木を樹種ごとに一括して取扱うことが相当と認められる区域

を決定し、調査する。ただし、同樹種区域であっても立木の粗密度、径級、配置、成育状況、植林年次が異な

っていると認められる場合には、これらが異なるごとの範囲を調査し、区分する。 

       イ 略 

    （３） 略 

    （４）収穫樹の調査 

       樹種、胸高直径、幹周、樹高、樹齢（又は植付年次）、管理の状況等を調査する。樹園地に囲障、吊り棚等の工 

作物が存するときは、これらについても第８９条の例により調査する。 

    （５）～（９） 略 

 

  第９３条 石綿 

    略 

 

 第２節 調査書等の作成 

 

  第９４条 建物等の配置図の作成 

    略 

（１）～（２） 略 

    （３）用紙は、工業標準化法（昭和24年法律第185号）第11条により制定された日本工業規格Ａ列３番を用いる。

ただし、建物の敷地が広大であるため記載することが困難である場合には、Ａ列２番によることができる。（以下



10 

ただし、建物の敷地が広大であるため記載することが困難である場合には、日本工業規格Ａ列２番によることが

できる。（以下この節において同じ。） 

    （４）～（７） 略 

 

  第９８条 法令に基づく施設改善 

    法令に基づく施設改善の調査書は、第８６条の調査結果を基に調査書を作成するものとする。 

  ２ 略 

 

  第９９条 木造建物 

木造建物の図面及び調査書は、第８７条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１００条 木造特殊建物 

    木造特殊建物の図面及び調査書は、第８８条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１０１条 非木造建物 

    非木造建物［Ⅰ］の図面及び調査書は、第８９条第１項の調査結果を基に非木造建物要領により作成するものとする。 

  ２ 非木造建物［Ⅱ］の図面及び調査書は、第８９条第２項の調査結果を基に非木造建物要領を準用して作成するものと

する。 

 

  第１０２条 機械設備 

    機械設備の図面及び調査書は、第９０条の調査結果を基に機械設備要領により作成するものとする。 

 

  第１０３条 生産設備 

    生産設備の図面及び調査書は、第９１条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１０４条 附帯工作物 

    附帯工作物の図面及び調査書は、第９２条の調査結果を基に附帯工作物要領により作成するものとする。 

 

  第１０５条 庭園 

    庭園の調査書は、第９３条の調査結果を基に工作物調査表及び立竹木調査表を用いて、積算に必要と認める土量、コ

ンクリート量、庭石の数量等を記載することにより作成するものとする。 

 

  第１０６条 墳墓 

    墳墓の図面及び調査書は、第９４条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 略 

  ３ 調査書は、工作物調査表、立竹木調査表及び墳墓調査表を用いて、補償額の算定に必要と認められる事項を記載する

ことにより作成するものとする。 

 

  第１０７条 立竹木等 

    立竹木等の図面及び調査書は、第９５条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 第９５条第５号又は第２号、第３号、第６号及び第７号で標準地調査を行ったものの図面には、次の各号の事項を記

載するものとする。 

    （１）標準地の位置及び面積 

    （２）標準地を基準として樹木数量等を決定した範囲及び面積 

  ３ 略 

 

この節において同じ。） 

    （４）～（７） 略 

 

  第９５条 法令に基づく施設改善 

    第８３条の調査結果を基に調査書を作成するものとする。 

  ２ 略 

 

  第９６条 木造建物 

木造建物の図面及び調査書は、第８４条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第９７条 木造特殊建物 

    木造特殊建物の図面及び調査書は、第８５条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第９８条 非木造建物 

    非木造建物［Ⅰ］の図面及び調査書は、第８６条第１項の調査結果を基に非木造建物要領により作成するものとする。 

  ２ 非木造建物［Ⅱ］の図面及び調査書は、第８６条第２項の調査結果を基に非木造建物要領を準用して作成するものと

する。 

 

  第９９条 機械設備 

    機械設備の図面及び調査書は、第８７条の調査結果を基に機械設備要領により作成するものとする。 

 

  第１００条 生産設備 

    生産設備の図面及び調査書は、第８８条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１０１条 附帯工作物 

    附帯工作物の図面及び調査書は、第８９条の調査結果を基に附帯工作物要領により作成するものとする。 

 

  第１０２条 庭園 

    庭園の調査書は、第９０条の調査結果を基に工作物調査表及び立竹木調査表を用いて、算定に必要と認める土量、コ 

ンクリート量、庭石の数量等を記載することにより作成するものとする。 

 

  第１０３条 墳墓 

    墳墓の図面及び調査書は、第９１条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 略 

  ３ 調査書は、墳墓調査表、工作物調査表及び立竹木調査表を用いて、補償額の算定に必要と認められる事項を記載する

ことにより作成するものとする。 

 

  第１０４条 立竹木等 

    立竹木等の図面及び調査書は、第９２条の調査結果を基に作成するものとする。 

  ２ 第９２条第５号又は第２号、第３号、第６号及び第７号で標準地調査を行ったものの図面には、次の各号の事項を記

載するものとする。 

    （１）標準地の位置、面積 

    （２）標準地を基準として樹木数量等を決定した範囲、面積 

  ３ 略 
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  第１０８条 石綿 

    石綿の図面及び調査書は、第９６条の調査結果を基に石綿要領により作成するものとする。 

 

 第３節 算定 

 

  第１０９条 移転先の検討 

    略 

  ２～３ 略 

４ 前３項の検討に当たり、移転を必要とする残地内の建物等については、第９７条で定める図面に対象となるものを明 

示するものとする。 

 

  第１１０条 法令に基づく施設改善費用に係る運用益損失額の算定 

    既設の施設を法令の規定に適合させるために必要となる最低限の改善費用に係る運用益損失額の算定は、第９８条の

調査結果から当該建物又は工作物が既存不適格物件であると認める場合に、運用方針第１５第３項の定めるところによ

り行うものとする。 

 

  第１１１条 木造建物 

    木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第９９条で作成した図面及び調査書を基

に、木造建物［Ⅰ］については木造建物要領により、当該建物の推定再建築費を積算するものとする。なお、木造建物

［Ⅱ］及び木造建物［Ⅲ］の推定再建築費の積算に当たっては、木造建物要領第２条第３項に定めるところによるもの

とする。 

  ２ 木造建物の補償額の算定は、調査職員から指示された移転工法に従い、建物要領より行うものとする。 

 

  第１１２条 木造特殊建物 

    木造特殊建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第１００条で作成した図面及び調査

書を基に、積算するものとする。なお、その積算に当たっては、木造建物要領第２条第３項に定めるところによるもの

とする。 

  ２ 木造特殊建物の補償額の算定は、調査職員から指示された移転工法に従い、建物要領により行うものとする。 

 

  第１１３条 非木造建物 

    非木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第１０１条で作成した図面及び調査書

を基に、非木造建物［Ⅰ］については非木造建物要領により、当該建物の推定再建築費を積算するものとする。なお、

非木造建物［Ⅱ］の推定再建築費の積算に当たっては、非木造建物要領第３条第３項に定めるところによるものとする。 

  ２ 非木造建物の補償額の算定は、調査職員から指示された移転工法に従い、建物要領より行うものとする。 

 

  第１１４条 照応建物の詳細設計 

    第１０９条第２項なお書きによる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げるもののほか、積算に

必要となる図面を作成するものとする。 

    （１）～（２） 略 

 

  第１１５条 機械設備 

    機械設備の補償額の算定は、第１０２条で作成した資料を基に機械設備要領により行うものとする。 

 

  第１１６条 生産設備 

    生産設備の補償額の算定は、第１０３条で作成した資料を基に当該設備の移設の可否及び適否について検討した上で、

行うものとする。 

  ２ 略 

 

  第１０５条 石綿 

    石綿の図面及び調査書は、第９３条の調査結果を基に石綿要領により作成するものとする。 

 

 第３節 算定 

 

  第１０６条 移転先の検討 

    略 

  ２～３ 略 

４ 前３項の検討に当たり、移転を必要とする残地内の建物等については、第９４条で定める図面に対象となるものを明

示するものとする。 

 

  第１０７条 法令に基づく施設改善費用に係る運用益損失額の算定 

    既設の施設を法令の規定に適合させるために必要となる最低限の改善費用に係る運用益損失額の算定は、第９５条の

調査結果から当該建物又は工作物が既存不適格物件であると認める場合に、運用方針第１５第３項の定めるところによ

り行うものとする。 

 

  第１０８条 木造建物 

    木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第９６条で作成した図面及び調査書を基

に、木造建物［Ⅰ］については木造建物要領により、木造建物［Ⅱ］及び木造建物［Ⅲ］については木造建物要領を準

用して、それぞれ当該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

  ２ 木造建物の移転料の算定は、調査職員から指示された移転工法により行うものとする。 

 

 

  第１０９条 木造特殊建物 

    木造特殊建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第９７条で作成した図面及び調査書

を基に、木造建物要領を準用して当該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

  ２ 木造特殊建物の移転料の算定は、調査職員から指示された移転工法により行うものとする。 

 

 

  第１１０条 非木造建物 

    非木造建物の移転料を推定再建築費を基礎として算出するときは、建物ごとに第９８条で作成した図面及び調査書を

基に、非木造建物［Ⅰ］については非木造建物要領により、非木造建物［Ⅱ］については非木造建物要領を準用して、

それぞれ当該建物の推定再建築費を積算するものとする。 

  ２ 非木造建物の移転料の算定は、調査職員から指示された移転工法により行うものとする。 

 

  第１１１条 照応建物の詳細設計 

    第１０６条第２項なお書きによる照応建物の推定建築費の積算に当たっては、次の各号に掲げるもののほか、積算に

必要となる図面を作成するものとする。 

    （１）～（２） 略 

 

  第１１２条 機械設備 

    機械設備の補償額の算定は、第９９条で作成した資料を基に機械設備要領により行うものとする。 

 

  第１１３条 生産設備 

    生産設備の補償額の算定は、第１００条で作成した資料を基に当該設備の移設の可否及び適否について検討した上で、

行うものとする。 

  ２ 略 
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  第１１７条 附帯工作物 

    附帯工作物の補償額の算定は、第１０４条で作成した資料を基に附帯工作物要領により行うものとする。 

 

  第１１８条 庭園 

    庭園の補償額の算定は、第１０５条で作成した資料を基に当該庭園の再現方法等を検討した上で、行うものとする。 

 

  第１１９条 墳墓 

    墳墓の補償額の算定は、第１０６条で作成した資料を基に当該墳墓の移転先及び当該地方における改葬方法の慣行等

を検討し、改葬費を併せて行うものとする。 

 

  第１２０条 立竹木等 

    立竹木等の補償額の算定は、第１０７条で作成した資料を基に当該立竹木等の移植の可否及び適否について検討した

上で、各地区用地対策連絡協議会等が定める算定要領等（※「参考６」立竹木調査積算要領）により行うものとする。 

 

 第７章 営業その他の調査 

 

 第１節 調査 

 

  第１２１条 営業その他の調査 

    略 

 

  第１２２条 営業に関する調査 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３） 略 

      ① 略 

      ② 直近３か年の事業年度の損益計算書（写）及び貸借対照表（写） 

      ③ 直近１年の事業年度の総勘定元帳（写）及び固定資産台帳（写）。特に必要と認める場合は直近３か年。 

      ④ 略 

       ア 正規の簿記の場合 

         売上帳、仕入帳、仕訳帳、得意先元帳、現金出納帳及び預金出納帳 

       イ 簡易簿記の場合 

         現金出納帳、売掛帳、買掛帳及び経費帳 

    （４） 略 

  ２～３ 略 

 

  第１２３条 居住者等に関する調査 

    略 

    （１）氏名、住所（建物番号及び室番号） 

    （２）居住者の家族構成（氏名及び生年月日） 

    （３）～（５） 略 

  ２～３ 略 

 

  第１２４条 動産に関する調査 

    略 

    （１）所有者の氏名等及び住所等（建物番号及び室番号） 

    （２）～（３） 略 

    （４）一般動産については、品目、形状、寸法、容量及び重量 

  第１１４条 附帯工作物 

    附帯工作物の補償額の算定は、第１０１条で作成した資料を基に附帯工作物要領により行うものとする。 

 

  第１１５条 庭園 

    庭園の補償額の算定は、第１０２条で作成した資料を基に当該庭園の再現方法等を検討した上で、行うものとする。 

 

  第１１６条 墳墓 

    墳墓の補償額の算定は、第１０３条で作成した資料を基に当該墳墓の移転先及び当該地方における改葬方法の慣行等

を検討し、改葬費を併せて行うものとする。 

 

  第１１７条 立竹木等 

    立竹木等の補償額の算定は、第１０４条で作成した資料を基に当該立竹木等の移植の可否及び適否について検討した

上で、各地区用地対策連絡協議会等が定める算定要領等（※「参考６」立竹木調査積算要領）により行うものとする。 

 

 第７章 営業その他の調査 

 

 第１節 調査 

 

  第１１８条 営業その他の調査 

    略 

 

  第１１９条 営業に関する調査 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３） 略 

      ① 略 

      ② 直近３か年の事業年度の損益計算書（写）、貸借対照表（写） 

      ③ 直近１年の事業年度の総勘定元帳（写）、固定資産台帳（写）。特に必要と認める場合は直近３か年。 

      ④ 略 

       ア 正規の簿記の場合 

         売上帳、仕入帳、仕訳帳、得意先元帳、現金出納帳、預金出納帳 

       イ 簡易簿記の場合 

         現金出納帳、売掛帳、買掛帳、経費帳 

    （４） 略 

  ２～３ 略 

 

  第１２０条 居住者等に関する調査 

    略 

    （１）氏名、住所（建物番号、室番号） 

    （２）居住者の家族構成（氏名、生年月日） 

    （３）～（５） 略 

  ２～３ 略 

 

  第１２１条 動産に関する調査 

    略 

    （１）所有者の氏名等及び住所等（建物番号、室番号） 

    （２）～（３） 略 

    （４）一般動産については、品目、形状、寸法、容量、重量 

    （５） 略 



13 

    （５） 略 

 第２節 調査書の作成 

 

  第１２５条 調査書の作成 

    略 

 

 第３節 算定 

 

  第１２６条 補償額の算定 

    略 

 

 第８章 消費税等調査 

 

  第１２７条 消費税等に関する調査 

    略 

 

  第１２８条 調査 

    略 

 

  第１２９条 補償の要否の判定等 

    略 

 

 第９章 予備調査 

 

 第１節 調査 

 

  第１３０条 予備調査 

    略 

 

  第１３１条 企業内容等の調査 

    略 

 

  第１３２条 敷地使用実態の調査 

    略 

    （１）～（３） 略 

    （４） 略 

      ①～② 略 

      ③ 原材料、製品等の置場の位置、形状、寸法及び原材料並びに製品等の品目及び数量 

      ④ 略 

    （５）～（７） 略 

 

  第１３３条 建物調査 

    予備調査に係る建物の調査は、前２条の調査結果を基に土地等の取得等の対象となる範囲に存する建物及び従前の機

能を回復するために関連移転の検討の対象とする建物について、第８７条から第８９条までに準ずる方法により行うも

のとする。この場合における構造概要、立面、建築設備等の調査は、概算による推定再建築費の積算が可能な程度に行

うものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１３４条 機械設備等調査 

 第２節 調査書の作成 

 

  第１２２条 調査書の作成 

    略 

 

 第３節 算定 

 

  第１２３条 補償額の算定 

    略 

 

 第８章 消費税等調査 

 

  第１２４条 消費税等に関する調査 

    略 

 

  第１２５条 調査 

    略 

 

  第１２６条 補償の要否の判定等 

    略 

 

 第９章 予備調査 

 

 第１節 調査 

 

  第１２７条 予備調査 

    略 

 

  第１２８条 企業内容等の調査 

    略 

 

  第１２９条 敷地使用実態の調査 

    略 

    （１）～（３） 略 

    （４） 略 

      ①～② 略 

      ③ 原材料、製品等の置場の位置、形状、寸法及び原材料、製品等の品目、数量 

      ④ 略 

    （５）～（７） 略 

 

  第１３０条 建物調査 

    予備調査に係る建物の調査は、前２条の調査結果を基に土地等の取得等の対象となる範囲に存する建物及び従前の機

能を回復するために関連移転の検討の対象とする建物について、第８４条から第８６条までに準ずる方法により行うも

のとする。この場合における構造概要、立面、建築設備等の調査は、概算による推定再建築費の積算が可能な程度に行

うものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１３１条 機械設備等調査 

    略 
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    略 

 第２節 調査書等の作成 

 

  第１３５条 企業概要書 

    企業内容等の調査書は、第１３１条の調査結果を基に企業概要書を用いて、作成するものとする。 

 

  第１３６条 配置図 

    予備調査に係る工場等の配置図は、当該工場等の敷地のうち予備調査の対象とした範囲について、第１３２条の調査

結果を基に次の各号により作成するものとする。ただし、当該工場等の敷地が広大な場合で敷地全体の配置図等が権利

者から提供されたときは、これを使用することができる。 

    （１）～（３） 略 

 

  第１３７条 建物、機械設備等の図面作成 

    略 

 

  第１３８条 移転計画案の作成 

    予備調査に係る工場等の移転計画案は、第１３１条から第１３４条までの調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で 

２又は３案を作成するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第１（４）アか

らウまでの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

    （１）～（７） 略 

  ２ 略 

 

 第３節 算定 

 

  第１３９条 補償概算額の算定 

    前条で作成する移転計画案（２又は３案）の補償概算額の算定は、第１３５条から前条で作成した調査書及び図面を

基に行うものとする。 

 

 第１０章 移転工法案の検討等 

 

 第１節 調査 

 

  第１４０条 移転工法案の検討 

    略 

 

  第１４１条 企業内容等の調査 

    工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。ただし、第１３５条の調査書の貸与

を受けた場合には、その調査書を基に調査を行うものとする。 

    （１）～（８） 略 

 

  第１４２条 敷地使用実態の調査 

    工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。ただし、第１３２条の調査結果

資料の貸与を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 

    （１）～（３） 略 

    （４） 略 

      ①～② 略 

      ③ 原材料、製品等の置場の位置、形状及び寸法並びに製品等の品目及び数量 

      ④ 略 

    （５）～（７） 略 

 第２節 調査書等の作成 

 

  第１３２条 企業概要書 

    企業内容等の調査書は、第１２８条の調査結果を基に企業概要書を用いて、作成するものとする。 

 

  第１３３条 配置図 

    予備調査に係る工場等の配置図は、当該工場等の敷地のうち予備調査の対象とした範囲について、第１２９条の調査

結果を基に次の各号により作成するものとする。ただし、当該工場等の敷地が広大な場合で敷地全体の配置図等が権利

者から提供されたときは、これを使用することができる。 

    （１）～（３） 略 

 

  第１３４条 建物、機械設備等の図面作成 

    略 

 

  第１３５条 移転計画案の作成 

    予備調査に係る工場等の移転計画案は、第１２８条から第１３１条までの調査結果を基に、次の各号に掲げる内容で

２又は３案を作成するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第１５第１（４）アか

らウまでの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

    （１）～（７） 略 

  ２ 略 

 

 第３節 算定 

 

  第１３６条 補償概算額の算定 

    前条で作成する移転計画案（２又は３案）の補償概算額の算定は、第１３２条から前条で作成した調査書及び図面を

基に行うものとする。 

 

 第１０章 移転工法案の検討等 

 

 第１節 調査 

 

  第１３７条 移転工法案の検討 

    略 

 

  第１３８条 企業内容等の調査 

    工場等の企業内容等の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。ただし、第１３２条の調査書の貸与

を受けた場合には、その調査書を基に調査を行うものとする。 

    （１）～（８） 略 

 

  第１３９条 敷地使用実態の調査 

    工場等の敷地の使用実態の調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。ただし、第１２９条の調査結果

資料の貸与を受けた場合には、その資料を基に調査を行うものとする。 

    （１）～（３） 略 

    （４） 略 

      ①～② 略  

      ③ 原材料、製品等の置場の位置、形状、寸法及び原材料、製品等の品目、数量 

      ④ 略 

    （５）～（７） 略 
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 第２節 調査書等の作成 

 

  第１４３条 企業概要書 

    企業内容等の調査書は、第１４１条の調査結果を基に企業概要書（様式第24号の１）を用いて、作成するものとする。 

 

  第１４４条 移転工法案の作成 

    工場等の移転工法案は、第８５条から第９３条まで、第９５条、第１４１条及び第１４２条の調査結果を基に、次の

各号に掲げる内容で２又は３案を作成するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第

１５第１（４）アからウまでの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

    （１）～（７） 略 

  ２ 略 

 

  第１４５条 補償額の比較 

    略 

 

 第１１章 再算定業務 

 

  第１４６条 再算定業務 

    再算定業務とは、建物等の補償額について再度算定する（再調査して算定する場合を含む。）ことをいう。 

 

  第１４７条 再算定の方法 

    建物等の補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従前の移転工法及び補償額の算定方法により

行うものとする。 

    （１）補償額の算定項目、算定方法等に係る基準、運用方針又は調査積算要領等が改正されている場合には、改正後

の基準等により算定する。 

    （２）再調査の結果が現調査表の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき補償額を算定する。この場合における

移転工法は、調査職員の指示による。 

 

 第１２章 土地評価 

 

  第１４８条 土地評価 

    略 

 

  第１４９条 土地評価の基準 

    略 

 

  第１５０条 現地踏査及び資料作成 

    略 

    （１） 略 

      ①～③ 略 

      ④  幹線道路の種別及び幅員 

      ⑤～⑧ 略 

    （２）～（６） 略 

 

  第１５１条 標準地の選定及び標準地調査書の作成  

    略 

 

  第１５２条 標準地の評価調査書及び取得等の土地の評価調査書等の作成 

 第２節 調査書等の作成 

 

  第１４０条 企業概要書 

    企業内容等の調査書は、第１３８条の調査結果を基に企業概要書（様式第24号の１）を用いて、作成するものとする。 

 

  第１４１条 移転工法案の作成 

    工場等の移転工法案は、第８２条から第９０条まで、第９２条、第１３８条及び第１３９条の調査結果を基に、次の

各号に掲げる内容で２又は３案を作成するものとする。この場合において、残地が建物等の移転先地として運用方針第

１５第１（４）アからウまでの要件に該当するか否かの検討を行うものとする。 

    （１）～（７） 略 

  ２ 略 

 

  第１４２条 補償額の比較 

    略 

 

 第１１章 再算定業務 

 

  第１４３条 再算定業務 

    再算定業務とは、建物等の移転補償額について再度算定する（再調査して算定する場合を含む。）ことをいう。 

 

  第１４４条 再算定の方法 

    建物等の移転補償額の再算定は、次の各号の一に該当する場合を除くほか、従前の移転工法及び移転補償額の算定方

法により行うものとする。 

    （１）移転補償額の算定項目、算定方法等に係る基準、運用方針又は調査積算要領等が改正されている場合には、改

正後の基準等により算定する。 

    （２）再調査の結果が現調査表の内容と異なる場合は、再調査の結果に基づき移転補償額を算定する。この場合にお

ける移転工法は、調査職員の指示による。 

 

 第１２章 土地評価 

 

  第１４５条 土地評価 

    略 

 

  第１４６条 土地評価の基準 

    略 

 

  第１４７条 現地踏査及び資料作成 

    略 

    （１） 略 

      ①～③ 略 

      ④  幹線道路の種別、幅員 

      ⑤～⑧ 略 

    （２）～（６） 略 

 

  第１４８条 標準地の選定及び標準地調査書の作成  

    略 

 

  第１４９条 標準地の評価調査書及び取得等の土地の評価調査書等の作成 

    標準地の評価は、前２条で作成した資料を基に第１４６条に定める土地評価の基準を適用して行い、価格決定の経緯
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    標準地の評価は、前２条で作成した資料を基に第１４９条に定める土地評価の基準を適用して行い、価格決定の経緯

と理由を明記した評価調査書を作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１５３条 残地等に関する損失の補償額の算定 

    略 

 

 第１３章 補償説明 

 

  第１５４条 補償説明 

    略 

 

  第１５５条 概況ヒアリング等 

    略 

 

  第１５６条 説明資料の作成等 

    略 

 

  第１５７条 権利者に対する説明 

    略 

 

  第１５８条 記録簿の作成 

    略 

 

  第１５９条 説明後の措置 

    略 

 

 第１４章 地盤変動影響調査等 

 

 第１節 調査 

 

  第１６０条 地盤変動影響調査 

    略 

 

  第１６１条 調査 

    略 

 

  第１６２条 費用負担の要否の検討 

 

 第２節 

 

  第１６３条 費用負担額の算定 

    略 

 

 第１５章 費用負担の説明 

 

  第１６４条 費用負担の説明 

    略 

 

と理由を明記した評価調査書を作成するものとする。 

  ２～３ 略 

 

  第１５０条 残地等に関する損失の補償額の算定 

    略 

 

 第１３章 補償説明 

 

  第１５１条 補償説明 

    略 

 

  第１５２条 概況ヒアリング等 

    略 

 

  第１５３条 説明資料の作成等 

    略 

 

  第１５４条 権利者に対する説明 

    略 

 

  第１５５条 記録簿の作成 

    略 

 

  第１５６条 説明後の措置 

    略 

 

 第１４章 地盤変動影響調査等 

 

 第１節 調査 

 

  第１５７条 地盤変動影響調査 

    略 

 

  第１５８条 調査 

    略 

 

  第１５９条 費用負担の要否の検討 

 

 第２節 算定 

 

  第１６０条 費用負担額の算定 

    略 

 

 第１５章 費用負担の説明 

 

  第１６１条 費用負担の説明 

    略 
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  第１６５条 概況ヒアリング等 

    略 

 

  第１６６条 説明資料の作成等 

    略 

 

  第１６７条 権利者に対する説明 

    略 

 

  第１６８条 記録簿の作成 

    略 

 

  第１６９条 説明後の措置 

    略 

 

 第１６章 騒音等調査 

 

  第１７０条 騒音等調査 

    略 

 

  第１７１条 調査の方法 

    略 

 

 第１７章 事業認定申請図書等の作成 

 

  第１７２条 事業認定申請図書 

    略 

 

  第１７３条 事業認定申請図書の作成 

    略 

 

  第１７４条 事業計画の説明 

    略 

 

  第１７５条 現地踏査 

    略 

 

  第１７６条 起業地の範囲の検討 

    略 

 

  第１７７条 事業認定申請図書の作成方法 

    略 

 

  第１７８条 事前相談用資料の作成方法 

    略 

 

  第１７９条 事前相談用資料の提出 

    略 

  第１６２条 概況ヒアリング等 

    略 

 

  第１６３条 説明資料の作成等 

    略 

 

  第１６４条 権利者に対する説明 

    略 

 

  第１６５条 記録簿の作成 

    略 

 

  第１６６条 説明後の措置 

    略 

 

 第１６章 騒音等調査 

 

  第１６７条 騒音等調査 

    略 

 

  第１６８条 調査の方法 

    略 

 

 第１７章 事業認定申請図書等の作成 

 

  第１６９条 事業認定申請図書 

    略 

 

  第１７０条 事業認定申請図書の作成 

    略 

 

  第１７１条 事業計画の説明 

    略 

 

  第１７２条 現地踏査 

    略 

 

  第１７３条 起業地の範囲の検討 

    略 

 

  第１７４条 事業認定申請図書の作成方法 

    略 

 

  第１７５条 事前相談用資料の作成方法 

    略 

 

  第１７６条 事前相談用資料の提出 

    略 
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  第１８０条 本申請図書の作成 

    略 

 

  第１８１条 裁決申請図書の作成 

    略 

 

  第１８２条 裁決申請図書の作成方法 

    略 

 

  第１８３条 明渡裁決申立図書の作成 

    略 

 

  第１８４条 明渡裁決申立図書の作成方法 

    略 

 

 第１８章 物件調書の作成 

 

  第１８５条 物件調書の作成 

    略 

 

 第１９章 保安林解除等申請図書の作成 

 

  第１８６条 保安林解除等申請図書の作成 

    略 

  ２ 略 

  ３ 国有林野の使用申請図書の作成とは、国有林野の管理経営に関する法律（昭和２６年法律第２４１６号）第７条及び

国有林野の管理経営に関する法律施行規則（昭和２６年６月２３日農林省令第４０号）第１４条に規定する国有林野の

使用申請手続に要する関係書面を作成することをいう。 

 

  第１８７条 事業計画の説明 

    略  

 

  第１８８条 現地踏査 

    略 

 

  第１８９条 保安林解除等申請図書の作成方法 

    略 

 

 第２０章 完了図書の作成 

 

  第１９０条 完了図書の作成 

    略 

 

  第１９１条 現地踏査 

    略 

 

  第１９２条 完了図書の作成方法 

    略 

  第１７７条 本申請図書の作成 

    略 

 

  第１７８条 裁決申請図書の作成 

    略 

 

  第１７９条 裁決申請図書の作成方法 

    略 

 

  第１８０条 明渡裁決申立図書の作成 

    略 

 

  第１８１条 明渡裁決申立図書の作成方法 

    略 

 

 第１８章 物件調書の作成 

 

  第１８２条 物件調書の作成 

    略 

 

 第１９章 保安林解除等申請図書の作成 

 

  第１８３条 保安林解除等申請図書の作成 

    略 

  ２ 略 

  ３ 国有林野の使用申請図書の作成とは、国有林野の管理経営に関する法律（昭和２６年法律第２４１６号）第７条及び

国有林野の管理経営に関する法律施行規則（昭和２６年６月２３日農林省令第４０号）第１４条に規定する国有林野の

使用申請手続きに要する関係書面を作成することをいう。 

 

  第１８４条 事業計画の説明 

    略 

 

  第１８５条 現地踏査 

    略 

 

  第１８６条 保安林解除等申請図書の作成方法 

    略 

 

 第２０章 完了図書の作成 

 

  第１８７条 完了図書の作成 

    略 

 

  第１８８条 現地踏査 

    略 

 

  第１８９条 完了図書の作成方法 

    略 
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 第２１章 内水面漁業権等調査 

 

  第１９３条 内水面漁業権等調査 

    略 

  第１９４条 調査の方法 

    略 

 

 第２２章 写真台帳の作成 

 

  第１９５条 写真台帳の作成 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３）第７章に定める調査のうち、動産に関する調査と併せて行う写真の撮影は、第１２４条第３号及び第４号の動

産の種類等が容易にわかるものとする。 

    （４）～（６） 略 

  ２～４ 略 

 

 

 

 

 

 

 第２１章 内水面漁業権等調査 

 

  第１９０条 内水面漁業権等調査 

    略 

  第１９１条 調査の方法 

    略 

 

 第２２章 写真台帳の作成 

 

  第１９２条 写真台帳の作成 

    略 

    （１）～（２） 略 

    （３）第７章に定める調査のうち、動産に関する調査と併せて行う写真の撮影は、第１２１条第３号及び第４号の動

産の種類等が容易にわかるものとする。 

    （４）～（６） 略 

  ２～４ 略 
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